
公共工事の品質確保の促進に関する法律 

（平成十七年三月三十一日法律第十八号） 
最終改正：平成二六年六月四日法律第五六号 

～ 抜粋（技術提案の審査及び価格等の交渉による方式の該当箇所） ～ 
 
 
（多様な入札及び契約の方法の中からの適切な方法の選択）  
第十四条  発注者は、入札及び契約の方法の決定に当たっては、その発注に係る公共工事の性格、

地域の実情等に応じ、この節に定める方式その他の多様な方法の中から適切な方法を選択し、

又はこれらの組合せによることができる。 
 
 
（技術提案の審査及び価格等の交渉による方式）  
第十八条  発注者は、当該公共工事の性格等により当該工事の仕様の確定が困難である場合にお

いて自らの発注の実績等を踏まえ必要があると認めるときは、技術提案を公募の上、その審査

の結果を踏まえて選定した者と工法、価格等の交渉を行うことにより仕様を確定した上で契約

することができる。この場合において、発注者は、技術提案の審査及び交渉の結果を踏まえ、

予定価格を定めるものとする。  
２  発注者は、前項の技術提案の審査に当たり、中立かつ公正な審査が行われるよう、中立の立

場で公正な判断をすることができる学識経験者の意見を聴くとともに、当該審査に関する当事

者からの苦情を適切に処理することその他の必要な措置を講ずるものとする。  
３  発注者は、第一項の技術提案の審査の結果並びに審査及び交渉の過程の概要を公表しなけれ

ばならない。この場合においては、第十五条第五項ただし書の規定を準用する。 
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